
平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

議会事務局長
荒島　久人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

10,000 10,000

議会事務局長
荒島　久人

9,208

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 10,102

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

9,544

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

議会事務局長
荒島　久人

99

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

議会事務局長
荒島　久人

100

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別施策 施策番号・名 個別1 議会活動支援の充実

事務事業名
指標

（単位）
実績値

基本事業番号・名

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源

議会事務局
議事係

議会本会議・委員
会運営支援事務

個別1-01

個別1-03

議場等設備維持管
理事務

議会事務局
議事係

議会事務局
庶務調査係

議会報発行事業

個別1-04

廃止予定
の有無

1,296

33

業務フローに改
善の余地がある

人件費
（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

対象

1,296 62 1,358

62 1,358 41,152

清瀬市 西東京市

33

個別1-02

1,296

41,152

対象
（国）地方自治法
（市）東久留米市議会会議規則
（市）東久留米市議会委員会条例 議場等映像音響機器保守点検

業務委託

議場・全員協議会室・委員会
室等の映像・音響設備

横出し

 直営
（委託無）

自主的
(条例・規則等)

8,321 17,286

議会会議
録作成部
数(部)

会議録発行事務

議会事務局
議事係 根拠

法令
等

西東京市

行政
補完的

政策的

151 11,122 11,273151

30 8,965

目的
・

意図

行政
補完的

政策的
給付
事業

該当 (改正実施年度　　年度)

138 12,068 12,206

11,775141 11,634

現状維持
業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある 　

134,132

129,396

総合評価（課題・方向性）：引き続き
職員研修派遣等で議会運営に係る事例
研究を行い、議会運営支援事務のノウ
ハウの継承を図る。

達成度

説明：地方自治法、会議規則等に基づく
義務的な事務であるため、業務の改善、
制度改正の余地がない。

説明：議事運営上の大きなトラブルの発
生はなく、事業の目的は達成している。

128,102

3 3

30年度の方向性

－

効率性

全部
委託

清瀬市

廃止予定
の有無

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

西東京市

91

91

88

（国）地方自治法
（市）東久留米市議会会議規則
（市）東久留米市議会委員会条例　（市）東久留米市議会委員会傍聴規程
（市）東久留米市議会傍聴人整理規則

 直営
（委託無）

東村山市

本会議・委員会主宰者（議
長・委員長）、傍聴人

会議規則等に則って円滑で公
平な会議運営がなされる。

対象

会議に係る次第の作成、時間
の管理、会議運営上のアドバ
イス、傍聴人受付・誘導、傍
聴方法等の周知等。

141

説明：全員協議会室の会議マイクシステ
ム交換工事を実施したため、28年度はコ
ストが大幅に増加している。議場設備機
器の更新を視野に入れながら、引き続き
保守点検を実施する。

現状維持

30 9,027 9,027 8,730 17,757 591,900 92

業務フローに改
善の余地がある 　制度改正の

余地がある
30年度の方向性

総合評価（課題・方向性）：議会会議
規則・委員会条例に基づく議事録作成
のため、今後も同様に実施する。

3

8,965

達成度

現状維持

30 5,280 5,280 176 5,456 181,867 99

説明：保守点検業務委託により維持管理
を行っており、改善の余地がない。

30年度の方向性

総合評価（課題・方向性）：議場設備
は経年によりトラブルの発生率が高く
なっているが、本会議の運営に支障が
出ないよう保守点検を行うことが出来
ている。

1 達成度 3

　制度改正の
余地がある

効率性

52,802

　

4,935

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

事業
内容
・

活動
手段

映像音響
設備正常
稼動率(年
間正常運
用日数/年
間運用日
数)
（％）

外部評価

保守点検
項目(件)

映像・音響設備の性能を適正
に維持する。また、トラブル
発生時に迅速に対応する。

全部
委託

1,296

指定
管理

補助
金

対象

終期

目的
・

意図
財政健全経営計画

実行プラン

現状維持

53,791 1,294 1,294 3,925 5,219 97 100

制度改正の
余地がある 　業務フローに改

善の余地がある 　

発行部数/
世帯数
(％)

説明：
議会報編集委員会において掲載内容を決
定しており、業務フローの改善の余地は
ない。また、議会報の紙面配布の廃止は
検討していないので、制度改正の余地は
ない。

説明：
２回の編集委員会を経て入稿し、印刷工
程にそって事務を行っており、効率的に
事業が進められている。

総合評価（課題・方向性）：
市民へ議会の情報を提供するツールと
して議会報発行事業の必要性、有効性
は高い。今後も継続して行うことが望
まれる。

30年度の方向性

93

5,000

全世帯

議会報の
発行部数
(部)

定例号４回発行。事務局案に
基づき、２回の編集委員会を
経て決定。校閲・校正後発
行。市ホームページにも掲
載。
また、ＤＡＩＳＹ版声の市議
会だよりを作成し、希望者に
貸し出しを行う。

議会活動への関心を高める。

53,345

1,129

達成度3
94

効率性

1,150

1,129 3,806

1,150 3,850
3

小平市 東村山市

根拠
法令
等

外部評価

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

対象

横出し

小平市

自主的
(条例・規則等)

財政健全経営計画
実行プラン

上乗せ

該当
給付
事業

補助
金

本会議・
委員会の
運営支援
を行った
日数(事
前・事後
および休
会日の日
数も含
む）
(日)

指定
管理

補助
金

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

指定
管理

一部
委託

対象

該当

議会会議録（委員会会議録を
含む）の作成、議員等への配
布、図書館等への閲覧用配
置。
市ホームページに検索機能を
付加した会議録閲覧ページの
掲載。

市民・議員・市職員

（国）地方自治法　（市）東久留米市議会会議規則
（市）東久留米市議会委員会条例
（市）東久留米市議会が行う情報公開事務に関する規程
（市）東久留米市議会情報提供の総合的推進に関する要綱

事業
内容
・

活動
手段

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

小平市 東村山市 清瀬市

138

事業
内容
・

活動
手段

3
30 8,935

　

8,935 7,485

市ホーム
ページ
（会議録
掲載ペー
ジ）への
アクセス
件数
(件）

説明：地方自治法、会議規則等に基づく
義務的な事務であるため、業務の改善、
制度改正の余地がない。

説明：遅滞なく会議録の作成、発行を行
うことが出来ている。

効率性

576,200

16,420 547,333

目的
・

意図

議会会議録から本会議審議・
委員会審査の経過・結果等の
情報を入手できる。

目的
・

意図

 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

上乗せ 横出し

自主的
(条例・規則等)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

根拠
法令
等

清瀬市 西東京市

（市）東久留米市議会が行う情報公開事務に関する規程
（市）東久留米市議会情報提供の総合的推進に関する要綱

事業
内容
・

活動
手段

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

自主的
(条例・規則等)

給付
事業

該当

上乗せ 横出し

根拠
法令
等

一部
委託

指定
管理

補助
金

小平市 東村山市

上乗せ

廃止予定
の有無

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

財政健全経営計画
実行プラン

対象 外部評価

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別施策 施策番号・名 個別1 議会活動支援の充実

事務事業名
指標

（単位）
実績値

基本事業番号・名

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

議会事務局長
荒島　久人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

□ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

議会事務局長
荒島　久人

90

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

90

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

100 100

議会事務局長
荒島　久人

91

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 100

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

100

□ ■ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

議会事務局長
荒島　久人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

■ □ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

議会事務局
庶務調査係

三多摩上下水道及
び道路建設促進協
議会参画事業

議員の議会活動支
援事業

議会年報作成事務

議会事務局
庶務調査係

議長会参画事業

議会事務局
庶務調査係

個別1-06

議会事務局
庶務調査係

個別1-08

個別1-05

個別1-07

終期

対象

120 1616

事業
内容
・

活動
手段

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

1,275 8,500

 直営
（委託無）

全部
委託

行政
補完的

政策的

目的
・

意図
小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

外部評価

給付
事業

該当

財政健全経営計画
実行プラン

対象

一部
委託

指定
管理

☑

作成部数
(部)

1,264

市議会の年間活動状況を提供
する。

議員、理事者および管理職、
都立図書館等

１年間の議会活動状況をまと
め、関係機関等に配布。

説明：
適切に事業を行うことが出来ている。

業務フローに改
善の余地がある

説明：
編集・校正・印刷の過程のうち、印刷に
ついては、業者に依頼することで職員の
負担軽減に効果があると考えられる。

達成度 3

 (改正実施年度　　年度)

補助
金

10 1,349 1,349

150 11

出席によ
り情報共
有が図れ
た割合
（出席日
数/開催日
数）
（％）

11 1,217

11

出席日数
(日)

現状維持

120 17 17 1,392 1,409 11,742 －

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性

1,278 1,294 10,783

効率性 3

総合評価（課題・方向性）：
過去の事例や議決結果を調べる際に有
用であり、今後も継続して行うことが
望まれる。

30年度の方向性 現状維持

9 1,160 1,160 379 1,539 171,000 90

制度改正の
余地がある

業務フローに改
善の余地がある

達成度 3

1,653 150,273

　

　

412 1,761 176,100

効率性 3

　

業務フローに改
善の余地がある 　

1,217 436

説明：
適切に事業を行うことが出来ている。

91214 425

出席によ
り情報共
有が図れ
た割合
（出席日
数/開催日
数）
（％）

10 211

35,200

211

①理事である議長
②３つの委員会の委員である
議員

事業
内容
・

活動
手段

会費の納入手続き、理事であ
る議長および第１・第２・第
３委員会の各委員の会議への
出欠席の日程調整、随行、報
告書の作成。

出席日数
(日)

三多摩上下水及び道路建設促
進協議会に所属する市議会と
の情報共有により、円滑な議
会運営を図る。

目的
・

意図

対象

42,500

225 517

15 265 263

39,769

効率性

－

5,674 7,763 13,437

業務フローに改
善の余地がある

効率性

14,562

13 292

55,296

56,339242 5,688

292

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

行政
補完的

政策的

528265
財政健全経営計画

実行プラン
対象 外部評価

7,946

5,950 5,950 8,612

該当

対象

議員

243

244

5,674

外部評価

議員の議会活動を支援するこ
とにより、自治の進展に寄与
する。

支援を
行った日
数
（日）

終期

対象

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図
清瀬市 西東京市

努力義務的
(法律・政令等)

給付
事業

（国）地方自治法
（市）東久留米市議会事務局設置条例
（市）東久留米市議会事務局処務規程

事業
内容
・

活動
手段

図書室の法規追録、新聞の情
報提供、議員からの調査依
頼・資料収集、会派控室設置
のパソコンのインターネット
経費支払い等、庶務的事務。

59,680

 (改正実施年度　　年度)

 直営
（委託無）

全部
委託

13,634
財政健全経営計画

実行プラン

小平市 東村山市

5,688

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

（市）東久留米市議会が行う情報公開事務に関する規程
（市）東久留米市議会情報提供の総合的推進に関する要綱

終期

東京都市議会議長会会則
全国市議長会議長会会則及び会則施行規則
関東市議長会議長会会則
東京都北多摩議長連絡協議会会則

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

議長

対象

事業
内容
・

活動
手段

政策的 (改正実施年度　　年度)

上乗せ 横出し

廃止予定
の有無

財政健全経営計画
実行プラン

対象

会費の納入手続き、総会等へ
の出欠席の日程調整、随行、
報告書の作成、事務局長連絡
会等への出席。

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

東京都市議会議長会、全国市
議会議長会、関東市議会議長
会及び東京都北多摩議会連絡
協議会に所属する市議会との
情報共有により、円滑な議会
運営を図る。

小平市 東村山市

外部評価

行政
補完的

 直営
（委託無）

清瀬市 西東京市

給付
事業

該当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

根拠
法令
等

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

現状維持

達成度 3

制度改正の
余地がある

全部
委託

一部
委託

三多摩上下水及び道路建設促進協議会規約

東村山市 清瀬市 西東京市

補助
金

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

指定
管理

小平市

上乗せ 横出し

3

30年度の方向性 現状維持

3

説明：
所属団体により運営されているため、改
善・改正の余地はない。

総合評価（課題・方向性）：
地方６団体のひとつである全国市議会
議長会傘下の当議長会の設立の目的に
賛同し、議会の同意を得て参画してい
る議長の活動に対しての支援であり、
現状を維持することが望ましい。

説明：
所属団体により運営されているため、改
善・改正の余地はない。

説明：
適切に事業を行うことが出来ている。

総合評価（課題・方向性）：
同協議会の設立目的に賛同し、議会の
同意を得て参画している議長・議員の
活動に対しての支援であり、現状を維
持することが望ましい。

説明：
法令等に基づき、議員の議会活動に必要
な支援を行っている。

説明：
適切に事業を行うことが出来ている。

総合評価（課題・方向性）：
議会活動への支援であるため、今後も
必要な事業である。

達成度 3

　制度改正の
余地がある 　30年度の方向性

東久留米市



平成29年度事務事業評価表（平成28年度振り返り）

政策名

所管課係名

所管課長名
次年度
目標値

指標
（単位）

指標の種類 実績値 国 都 その他
特定財源に伴
う一般財源

一般財源 円 ％

事務事業
番号

事務事業の概要 事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標（意図したこ
との結果の数値指標化）

事業費、人件費

単位当たり
コスト

目標達成率

評価

個別施策 施策番号・名 個別1 議会活動支援の充実

事務事業名
指標

（単位）
実績値

基本事業番号・名

目標値 事業費
（実績額）

①
（千円）

左記「事業費（実績額）」に係る財源
人件費

（理論値）

②
（千円）

トータル
コスト
①＋②

（千円）

特定財源 一般財源

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

2,000 2,000

議会事務局長
荒島　久人

2,080

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度） 1,996

事業
形態

□ ■ □ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ □ ■ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
増加を目
指す指標

2,249

■ □ □ 平成28年度
平成29年度

目標値
平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度 平成28年度

議会事務局長
荒島　久人

補助
事業

□ 該当 □ □ □ 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度 平成27年度

市独自
上乗せ

□ 該当 □ □

特定
財源

□ 該当 □ 該当（廃止年度　　　年度）

事業
形態

□ □ ■ □ □ □ その他（　　　　　　　  ） 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度 平成26年度

近隣市
状況

■ ■ ■ □ □ その他（　　　　　　　  ）

その他 □ □ 対象(平成　　年度）
内部管理
事業等

個別1-10

議会事務局
議事係

議会事務局
議事係

個別1-09

本会議映像配信事
業

終期

給付
事業

該当

横出し

録画した会議映像のインター
ネット配信を行う。

対象 外部評価

1,179

配信会議
数(日)

（市）東久留米市議会が行う情報公開事務に関する規程
（市）東久留米市議会情報提供の総合的推進に関する要綱

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

財政健全経営計画
実行プラン

現状維持

27 1,157 1,157 231 1,388 51,407 104

説明：既設の映像音響機器で録画した会
議映像を業務委託によりインターネット
配信しているため、業務改善の余地がな
い。

26 1,180 1,180 229 1,409

市ホーム
ページ
（映像配
信）への
アクセス
件数
(件）

26 1,402

制度改正の
余地がある 　30年度の方向性

効率性 3
1,179 223

業務フローに改
善の余地がある 　

54,192

53,923

30年度の方向性

3 達成度

1 1,320

現状維持

0 0 0 － －

総合評価（課題・方向性）：
改選が行われた時には議会活動等への
支援が必要となり、今後も継続が必要
な事業である。

業務フローに改
善の余地がある 　

市議会議員改選に
伴う事業

3

0 0 0

臨時会開
催の日数
（市議会
議員改選
に伴う臨
時会に限
る）
（日）

対象

臨時会の開催、会議録の作成
等、市議会だより（臨時号）
の発行、声の市議会だより
（臨時号）の作成、被服購
入、議長肖像写真作成、新人
議員研修

 直営
（委託無）

全部
委託

一部
委託

指定
管理

補助
金

目的
・

意図

改選に伴い新たに議員になっ
た方の周知および活動支援

小平市 東村山市

根拠
法令
等

事業
内容
・

活動
手段

市民

根拠
法令
等

対象

一部
委託

指定
管理

補助
金

行政
補完的

上乗せ

政策的 (改正実施年度　　年度)

廃止予定
の有無

 直営
（委託無）

全部
委託

目的
・

意図

議会活動への関心を高める。

小平市 東村山市 清瀬市 西東京市

説明：
28年度は対象となる改選がなかった。

財政健全経営計画
実行プラン

（国）地方自治法、（市）東久留米市議会会議規則、（市）東久留米市議会傍聴人整理規則
（市）東久留米市議会が行う情報公開事務に関する規程
（市）東久留米市議会情報提供の総合的推進に関する要綱
（市）東久留米市議会議員災害対策用被服貸与規程

事業
内容
・

活動
手段

行政
補完的

政策的 (改正実施年度　　年度)
給付
事業

該当

上乗せ

外部評価

横出し

廃止予定
の有無

－

市民、議員

清瀬市 西東京市

1,320 642 1,962 1,962,000

効率性

自主的
(条例・規則等)

義務的
(法律・政令等)

努力義務的
(法律・政令等)

終期

対象
説明：
28年度は対象となる改選がなかった。

説明：
適切に事業を行うことが出来ている。

総合評価（課題・方向性）：平成25年
第3回定例会より新たに開始した事業
であり、市民へ事業の周知を図りなが
ら、継続して実施する。

3

制度改正の
余地がある

達成度

　

東久留米市


